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 近年、大規模な自然災害が多発し、多くの地方整備局で自治体支援等の対応が必要になって

いる。2013年8月に「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計画中間とりまとめ」1)が公表された．

その中で，「被災情報の収集・共有を迅速・正確化する」ために情報システムを活用する重要

性が示されている．そこで，TEC-FORCE隊員が派遣された被災地の情報を収集し，情報を伝達

する手順に着目し，被災情報の収集・共有を迅速・正確化する電子防災情報システムを構築し，

その有効性と運用に向けての課題について考察した． 
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1.  目的 

 

 2013年8月に「国土交通省南海トラフ巨大地震対策計

画中間とりまとめ」が公表された．その中で，「被災情

報の収集・共有を迅速・正確化する」ために情報システ

ムを活用する重要性が示されている．国民の生命及び財

産を守る上で，的確な状況把握と迅速に高度な対応方針

を決定することは極めて重要である．これを実現するた

め，各組織や各現場等からリアルタイムに集まる被災状

況及び各種インフラ等の関連情報を迅速かつ確実にウェ

ブ地図上に集約して表示する必要がある。本論文では，

TEC-FORCE隊員が派遣された被災地の情報を収集し，

情報を伝達する手順に着目し，被災情報を共通のインタ

ーフェースで共有することが可能な電子防災情報システ

ムを構築し，被災情報の収集・共有を迅速・正確化の実

現を目指すことを目的とするものである． 

 

2.  災害対応業務にかかる現状の問題点の整理 

 

 被災した地方公共団体等の災害応急対策に対する技術

的な支援を円滑かつ迅速に実施することを目的として組

織されたTEC-FORCE隊員は，災害発生後に被災地に派

遣され，被害状況の調査等の支援活動を行っている．

2012年以降にTEC-FORCE活動を行った被災地のうち，

宇治市の担当者及び現地に派遣されたTEC-FORCE隊員

に対し，活動内容に関する課題についてヒアリングを行

ったところ，以下のような課題が整理された． 
 
 
 
 

 
 

表-1  災害対応業務にかかる現状の問題点 

①TEC-FORCEの活動内容が自治体側で把握されていなかった 

②市の職員は，自分の持ち場の対応に追われ，TEC-FORCE隊

員の活動に対するサポートを充分に行う事が出来ない。 

③TEC-FORCE隊員は土地勘が無い場合がほとんどであるた

め，現地の地理を把握していない。 

④ 現地調査の精度向上 

⑤情報共有のための情報システムの有効活用（WebGIS等） 

 

これらの問題点を改善するため，以下のような対策が

必要になると考えられる． 

 
表-2  問題点への対応策 

①TEC-FORCEの活動内容・対象範囲の周知 

②TEC-FORCE側での装備の充実（PC，通信機器，タブレット

等モバイル端末，プリンタ，FAX等） 

③被災地の地理情報を予め収集し，派遣されるTEC-FORCE隊

員に事前に提供する体制・システムの整備 

④TEC-FORCE隊員の安全を確保しつつ，調査の精度を向上す

るための計測機器，情報機器の活用 

⑤位置を伴う情報を他機関と共有する標準的な仕組みの整備 

 

3.  効率的な被災箇所調査のための電子防災情報

システムの構築 

 

 前述の課題に対する対応策を実現させるため，また，

TEC-FORCE隊員が収集する情報の他に，CCTV等の観測

機器から得られる情報や他機関から提供される情報も存

在することから，これらの情報を併せて地図上に集約し，

効率的に災害情報を管理するため，電子国土2),3)を基盤図

とした電子防災情報システムを構築する．以下に想定さ

れる利用場面を示す．  
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図-1  想定されるシステムの利用場面 

図-1に示す通り，電子防災情報システムは，災害発生

直後から約1か月程度の間に利用されるシステムであり，

将来的には取り扱う情報の一部を関係機関や国民に対し

てインターネットなどを経由して情報提供することが想

定される． 

電子防災情報システムを利用することで，TEC-

FORCE隊員は，タブレット端末を利用して被災情報を

伝達し，各拠点の職員との情報を共有することが可能と

なる．また，各拠点の職員は，省内のネットワークに接

続されたPCの画面上で，TEC-FORCE隊員の調査位置や

調査内容を確認したり，他機関から収集した情報を電子

国土の地図上に登録して，関係者と情報を共有すること

ができる．システムの利用イメージを以下に示す． 

 

 

図-2  電子防災情報システム利用イメージ 

 

 

4.  被災箇所，被災状況調査結果作成アプリ試作 

 

(1)   電子防災情報システムの機能要件 

TEC-FORCE隊員が現地で使用するタブレット端末は，

インターネット接続が可能で，現地調査結果の入力，送

信の他，事務所や他のTEC-FORCE派遣隊との情報交換

も可能な機能を有することが望ましい．これらの機能を

満たすため，タブレット端末のアプリに求められる機能

及び，情報を共有・蓄積するために使用するサーバ側の

機能を以下に示す． 

 

表-3  電子防災情報システムの機能 

構成要素 機能概要 

タブレット

端末 

●写真撮影機能  ●調査結果入力機能 

●データ送信機能 ●調査履歴閲覧機能 

●電子防災情報図表示機能 

●メール等による対策本部からの通知受信機能 

アプリケー

ションサー

バ 

●電子国土を背景図として，現地調査結果等を

地図上に表示することができるWebサイト 

●現地調査結果の帳票をExcelファイル等に出力

できるWebサイト 

データ共有

サーバ 

●タブレットから受信したデータを蓄積し，ア

プリケーションサーバからの要求に応じてKML

ファイル等を送信する役割を担う 

 

(2)   電子防災情報システムの機器構成 

本システムにおいては，サーバ側の機能をパブリック

クラウドサービス（Amazon社のEC2，S3を使用）を用い

て試験的に構築している．本格運用にあたっては，セキ

ュリティ対策，アクセス権の設定等の対策を行った上で

整備していく必要がある．今回構築した電子防災情報シ

ステムの機器構成を以下に示す． 

 

タブレット 
データ共有サーバ 

インター

ネット 

アプリケーション 

サーバ 

インターネット 

インターネット 

事務所等 

PC 

TEC-FORCE（拠点） 

PC 

近畿地方整備局 

PC 

TEC-FORCE（現地） 

 

図-3  電子防災情報システム機器構成 

 

(3)   タブレット端末の選定 

 TEC-FORCE隊員が被災現地で使用するタブレット端

末の選定を行った．本システムの構築においては，広く

一般に普及しており，複数のメーカより機種を選定する

ことが可能なことから，AndoroidOS上で稼働するアプリ

を開発することとした．そのため，タブレット端末の選

定にあたっては，以下に示す指標とした．  

 
表-4  タブレット端末評価指標 

項目 内容 

機能 ●3G，LTE等の電話回線網に接続できること 

●AndroidOSを採用していること 

●GPS機能を有していること 

性能 ●連続利用時間が長いこと 

●かさ張らないサイズであること 

●防塵・防水対策がされていること 

●耐衝撃性の設計がされていること 

調達 ●日本国内で入手可能なこと 

●平均的な市場価格で入手可能であること 

 

 (4)   タブレット端末用アプリの開発 

 TEC-FORCE隊員が被災現地でアプリを利用する場面
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を以下のように想定し，アプリの開発を行った． 

 
表-6  タブレット端末用アプリの利用場面 

利用場面 利用方法 

拠点から被

災現地まで

の移動中 

●インターネットに接続し，地図を表示しなが

ら，被災現地の周辺情報や他のTEC-FORCE派遣

隊の情報等を確認する． 

被災現地 ●現地の写真撮影する． 

（必要に応じ，アプリの機能を利用し，高さ，

距離を計測・記録：レーザー距離計等併用） 

●現地調査結果（GPSによる位置情報を含む）

を登録し，サーバにアップロードする． 

●被災現地が通信エリア外の場合は，タブレッ

ト端末内にデータを保存する． 

被災現地か

ら拠点まで

の移動中 

●移動中に通信エリア内に入れば，まとめてデ

ータをアップロードする． 

●インターネットに接続し，地図を表示しなが

ら，翌日以降に予定している現場の周辺情報や

他のTEC-FORCE派遣隊の情報等を確認する． 

 

 上記の利用場面を想定し，開発したタブレット端末用

アプリの画面イメージを以下に示す．電子国土を背景と

した地図の閲覧，写真撮影，調査結果の入力，データの

送信が可能である． 

 

送信時
のデータ
セットの
考え方

タブレット
トップ画面

アイコンをタッ
プして起動

「新規」をタップ

メイン画面（地図を表示）

現在地を
地図上に
表示する

データ入力画面

現地の被災状
況を入力する

「送信」をタップ
してサーバに
データをアップ
ロードする

「写真追加」を
タップ

写真一覧画面

調査結果に添付する写
真を選択する

「写真」を
タップ「写真」をタップ

写真を撮影する

測定撮影画面

「地図」をタップ 「閉じる」をタップ

「完了」を
タップ

「完了」をタップ

「履歴」を
タップ

「地図」をタップ

履歴画面

送信済みは背景がブルー表示
リストをタップするとデータ入力
画面に移る

送信済みの場合は、別名保存
未送信の場合は上書き保存
スワイプで削除選択

リストをタップ

テキスト ＋ 写真

必須
・位置情報
・利用者情報

任意

その他
条件等

AndroidOSを使用する
タブレットのサイズは7インチを想定。
総合単価のリストを予めバンドルする
アップロードするテキストデータはKML形式とする

通常撮影画面

スケッチ画面

撮影した写真の上
に、文字やスケー
ルを配置する

「スケッチ」をタップ

「完了」をタップ

 

図-4  タブレット端末用アプリの画面イメージ 

 

5.  TEC-FORCE活動集約システムの開発 

 

TEC-FORCE活動集約システムは，省内のネットワー

クに接続されたPCからブラウザ上で閲覧・操作が可能

なシステムとして開発を行う．本システムでは，地図上

にTEC-FORCEからの現地調査結果等を表示するととも

に，現地調査結果等の帳票を出力することができる． 

 

(1)   既存の地図データの活用 

電子防災情報システムでは，基盤図として電子国土を

使用する．この他，近畿地方整備局が独自に所有してい

るGISデータや施設情報等も取り扱う．そこで，取扱う

地図データの種別に応じてレイヤを分けて表示すること

とした．地図データのレイヤ分けの考え方を以下に示す． 

 

 

 
表-7  地図データのレイヤ分けの考え方 

項目 内容 

電子国土

レイヤ 

●国土地理院が提供する地図サービス．電子国土

ポータルで公開しているデータを対象とする． 

WMSレイ

ヤ 

●近畿地方整備局が独自に整備しているGISデー

タを使用する．データの履歴管理も可能とする． 

●インターネットでWMSとして公開しているサ

ービスを使用する． 例）国土数値情報 等 

調査レイ

ヤ 

●災害時に発生する情報，時々刻々と変化する情

報等，「短時間の間に更新を繰り返す」ことが想

定されえる情報を取り扱う．本システムにおいて

調査レイヤとして取り扱う情報を以下に示す． 

 ・TEC-FORCEの位置情報 

 ・TEC-FORCEによる現地調査結果 

 ・資機材の位置、諸元情報 

 ・CCTVの位置情報 

●基本的なファイル形式はマップシート

（KML）とする． 

●データの履歴管理も可能とする．  

 

 以下に，電子防災情報システムをPCのブラウザで表

示した場合の地図画面のイメージを示す．左側のレイヤ

ー設定メニューで表示するレイヤを切替える事ができる． 

 

 

図-5  電子防災情報システム地図画面イメージ 

 

(2)   TEC-FORCEからの情報集約 

TEC-FORCE隊員がタブレット端末からアップロード

する被災箇所・被災状況調査結果は，パブリッククラウ

ドを利用して構築したデータ共有サーバに集約される．

データ共有サーバに集約されるデータの形式は，テキス

トデータは，KML形式，写真等の画像データは，JPG形

式で所定のフォルダに保存される．データ共有サーバ上

では，Webサイトとしてのデザイン情報を一切保持せず，

Webサイトとしてのデザイン情報は，アプリケーション

サーバ側で準備する仕組みを採用した．この仕組みを採

用することで，データとアプリケーションとの独立性を

確保し，同じデータを使用して異なるアプリケーション

を作成することが可能となる．例えば，「TEC-FORCE
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隊員の位置だけを表示するアプリケーション」を作成し

たい組織と「調査結果をExcelの帳票形式に出力するア

プリケーション」を作成したい組織は，互いのアプリケ

ーションに影響を及ぼすことなく，アプリケーションを

作成することができる．将来的に他機関にデータを公開

し，他機関側のシステムの地図上にTEC-FORCEの調査

位置を表示したいという要望にも，電子防災情報システ

ム側に変更を加えることなく実現することが可能となる．

以下に，TEC-FORCEからの情報集約のイメージを示す． 

データ共有サーバ
（本業務では、Amazon

社のS3を採用）

TEC-FORCE
活動集約システム

サーバ

データ共
有サーバ
の役割

TEC-
FORCE活
動集約シ
ステム
サーバの
役割

被災箇所、被災状況調査結果等のKMLファイル、写真等の画像ファイルを蓄積する。
CCTVの位置やリンク情報等、他機関との共有を想定した情報もKMLとして蓄積する。
他のサーバ等からの送信リクエストに応答し、KML、jpegデータ等を送信する。

TEC-
FORCE

KML

Photo

KMLファイルとJPEGファイ
ルを関連付けて保存

KMLのdescriptionタグ内にリンク
情報として設定
例）
<description>
・・・・・
<a href=./photo/01.jpg></a>
<a href=./photo/02.jpg></a>
</description>

データ共有サーバ上のKML
ファイルを読込み、電子
国土の上にポイント等を
描画する。

電子国土

被災箇所、被災状況調査結果KMLファイル、写真を
読込み、EXCELファイル形式の帳票を出力する。

地図描画機能 報告書様式出力機能

被害報告書 被害概算
額算定書

被害概算
数量算定書

(数量計算書)

被害概算数量
算定書

(箇所別調査表)

位置図 被害状況の
緊急調査
（現場写真）

利用者は、WEBブラウザから地図描画機能、
報告書様式出力機能を利用することができる。

用途に応じて、地図の縮尺や地図
データを切り替える事が出来る  

図-6  TEC-FORCEからの情報集約イメージ 

 

(3)   Webアプリケーションの開発 

 本システムの構築においては，TEC-FORCE隊員から

集約した情報を元に，データ共有サーバに蓄積された情

報を利用して「電子防災情報システムの地図上に現地調

査結果を表示するWebアプリケーション」と「現地調査

結果を所定の様式に整形してExcelファイルとして出力

するWebアプリケーション」を開発した． 

 特に現地調査結果の表示については、サーバー側セキ

ュリティーの関係でポップアップ禁止等，ユーザインタ

ーフェースの制約条件が存在したが，ライブラリの活用

等のコーディングを工夫することで改善を図った． 

これらのWebアプリケーションは，データ共有サーバ

を参照できる環境であれば，省内のネットワーク内でも

インターネット上にもサーバを設置することができ，非

常に拡張性に優れた仕組みであるといえる．図-7，図-8

にそれぞれのWebアプリケーションのイメージを示す． 

 

図-7  電子防災情報システム調査箇所表示イメージ

 

図-8  調査結果帳票出力アプリケーションの画面イメージ 

 

 

6.  今後の課題と展望 

タブレット端末用アプリのユーザビリティを向上する

ため，TEC-FORCE隊員によるフィールドでの試験を実

施し，改良を継続して実施する必要がある．また，より

汎用性を高めるために， iOS用アプリの開発も進める必

要がある． 

一方，Webアプリケーションにおいては，パブリック

クラウドを用いて認証された利用者だけが利用可能な環

境を構築したが，実運用に向けては，データ共有サーバ

やアプリケーションサーバ等を省内に設置するか，その

場合のセキュリティ対策の考え方をどのように整理する

か，他機関との情報共有をどのように推進するか等の課

題を解決していく必要がある．  

 今年度から，国土地理院においても電子防災情報シス

テムの開発が行われることから，国土地理院と連携し，

総合的で，より実用的な電子防災情報システムを構築す

るため，これらの課題をひとつひとつ解決し，一日も早

く災害時における被災情報の収集・共有の迅速・正確化

を図れるよう取り組んで行きたい。 
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